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研究要旨 
【研究目的】 
小児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行（Transition）の実態を明らかにし，その結果を 2014
年度に実施した研究結果と比較して移行期医療の認知/体制の整備の変化，移行を妨げる要因を明らか
にする． 
【研究方法】 
2014 年の調査項目を基本とし移行を妨げる可能性がある医療的要因を調査に追加し調査票の作成を
行った．調査票は施設調査票と，個別の症例調査票として小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種
類，成人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象患者に合わせて用いた． 
【結果】 
2023 年 5 月 29 日に 115 施設に施設調査票・症例調査票の送付を行った．施設調査票は合計 58 施設
（回収率 50.4％），症例調査票は 68 施設（回収率 59.1％）から回答が得られ，小児科・未転科群 1153
例、小児科転科群 646 例，成人予定転科例 246 例、成人予定外転科例 33 例の調査票を回収した．施
設調査の移行プログラムや移行コーディネーターを有する施設は小児・成人いずれも依然として少な
かった．未転科症例と転科症例の疾患背景や合併症の有無，他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，
常用薬の有無については，差は認めなかった．知的障害の頻度は未転科群でやや多い傾向があった． 
【考察】 
移行を妨げる要因として新しい医療システムや病院への不安，成人診療医との連携不足，移行支援開
始時期の遅れやサポート不足，スタッフの不足・施設のサポート不足，患者の病状や知的障害，両親
の社会経済状況などが報告されている．本研究の結果，本邦では医療システムや移行に関わるスタッ
フや施設の認識やサポートが不足していると考えた．合併症を有している症例，複数科受診例，医療
機器の使用をようする例では転科が難しいのではないかと推測していたが，転科群，未転科群の間で
大きな差を認めなかった． 
【結論】 

医学的要因以外が問題である可能性が高く，医師側の意識や体制の問題などが，移行が円滑に進ま
ない大きな原因となっている可能性が高いと考えられた． 
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A.研究目的 
2014 年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患
患者の成人医療への移行に関する実態把握のため
の調査研究」が行われ，208 施設 3138 症例の回答
が得られた．その結果 2014 年時点では移行プログ
ラム，移行コーディネーターの病院内設置など体
制面での整備が十分ではないこと，調査時点で 25
歳以上の症例の 43.3％が小児科で加療を継続され
ていることが明らかとなった．現在まで学会や公
的研究班が中心となり，移行期医療の必要性・重
要性の啓発が行われ，徐々に移行期医療について
認識が広がってきていると考えられるが，その現
状は明らかではない．2014 年から移行期医療につ
いて認知と体制整備が進んだことが期待され，今
回改めて各施設の現状を調査すること，2014 年の
研究結果と比較を行いながら現在の「移行期医療」
の現状を明らかにするとともに，転科を妨げる要
因を検討することで，今後円滑な移行期医療を進
めるための提言作成を目的として研究を実施した． 
 
B.研究方法 
2014 年の研究結果について改めて分析を行い，
2014 年の調査項目を踏襲しつつ，移行を妨げる要
因を先行研究から分析・抽出し，項目に加えるこ
とを調査方針として決定し，研究計画書および調
査票の作成を行った．また対象施設，対象患者を
以下の通りとした． 
 
対象施設 
1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診

療科 
2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 
上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・
診療科を対象施設とする．（成人 61 施設，小児 54
施設予定） 
 
対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされて
いる小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，②
のいずれかに該当するもの 
① 2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日まで

の間に，小児科医・小児腎臓内科医が成人医療
施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2022 年 12 月 31 日時点で，小児科医・小児腎
臓内科医がフォローしている 18 歳以上の小児
期発症慢性腎疾患患者 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされて
いる小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，②
のいずれかに該当するもの 
① 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間

に 小児科医・小児腎臓内科医または小児泌
尿器科医から紹介を受けて腎臓内科医がフォ
ローされている 18 歳以上の小児期発症慢性腎
疾患患者 

② 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間
に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿
器科医からの紹介なくフォローしている 18 歳
以上の小児期発症慢性腎疾患患者 

 
調査票 
調査票は施設調査票と，個別の症例調査票として
小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種類，成
人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象
患者に合わせて用いる．調査内容は 2014 年度研究
で使用した調査票を基本とし，移行を妨げる要因
を明らかにすることを目的に項目を追加して作成
した． 
 
調査手順 
倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎臓
学会評議員，日本小児腎臓病学会代議員が在籍す
る施設・診療科で，2014 年度調査に協力が得られ
た施設）に対して調査票を送付し，一定期間内に
対象施設から返送を頂く．データを記入した調査
票は，返信用レターパックにいれ，データセンタ
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ーへ郵送される．データセンターは受領した調査
票をデータベース化し，集計を実施する． 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は侵襲を伴わない，かつ介入を行わず，研
究に用いられる情報は匿名化されていることから，
「人を対象とする医学研究に関する倫理指針」で
は個々の研究対象者からインフォームド・コンセ
ントを受けることを要しておらず，本研究におい
ては行わない． 
研究協力者が所属し，事務局であるあいち小児保
健医療総合センターで本研究計画書の倫理審査を
行い承認を得た．ただし研究参加施設における倫
理指針については，既存情報の提供を行うのみで
それ以外には研究に直接関与しない場合には必ず
しも倫理審査は要さないと判断されるため，施設
ごとの判断に従うものとする． 
研究対象者の氏名，イニシャル，カルテ ID は収集
しない．各施設では，番号などを用いて対応表を
作成し，各施設の規定に従って対応表を適切に管
理し，外部への提供は行わない．今回収集する情
報は，各実施施設において適切に対応表管理され，
匿名化された情報であり，調査票送付先となるデ
ータセンターは各実施施設のカルテ情報にアクセ
スすることはできず，第三者が直接患者を識別で
きる情報は入手できない． 
被験者の個人情報の扱いについては，十分に注意
を行い，論文投稿や学会発表等では個人情報が特
定されないようにする． 
 
施設調査票（別紙１参照） 
① 施設種別 
② 移行プログラムの有無 
③ 移行プログラムに対応するメディカルスタッ

フの有無 
④ 移行コーディネーターの有無 
⑤ 移行支援ツール使用の有無 
 

症例調査票（本報告書では成人・予定転科患者用
の症例調査票を添付：別紙 2 参照） 
・全調査票に共通した設問：患者の基本情報と最
終受診時についての項目 
① 生年月・性別 
② 慢性腎疾患の疾患名 
③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月 
④ 最終学歴 
⑤ 就職状況 
⑥ 最終受診時の状況 
 
・転科/未転科である場合の転科時（現在）の状況
についての項目 
① 転科時年月 
② 転科理由 
③ 未転科である理由 
④ 転科先/元（予定）の医療機関・診療科 
 
2014 年の調査票に新たに追加した項目 
・転科の妨げとなりえる基礎疾患や病態について 
① 他診療科への定期通院の有無 
② 各種機器の使用 
③ 常用薬の有無 
④ 知的障害の有無 
⑤ 先天奇形症候群の有無 
 
・転科時に移行プログラムや移行支援ツールの使
用，成人診療科との連携についての項目 
① 移行する患者に対するメディカルスタッフ

（医師を除く）の関与の有無 
② 移行支援ツールの使用の有無 
③ 小児診療科医師と成人診療科医師の情報共有

の有無 
④ 小児診療科と成人診療科の併診の有無 
 
C.研究結果 
2023 年 5 月 29 日に成人施設 61 施設，小児施設
54 施設，合計 115 施設に施設調査票・症例調査票
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の送付を行った． 
施設調査票は成人施設24施設，小児施設34施設，
合計 58 施設（回収率 50.4％）から回答を得た． 
症例調査票は 68 施設（回収率 59.1％）から回答が
得られ，小児科・未転科群 1153 例、小児科転科群
646 例，成人予定転科例 246 例、成人予定外転科
例 33 例の調査票を回収した． 
本調査の結果は 2024 年 3 月２１日にデータセン
ターから報告された固定前のデータを解析してお
り，中間報告として報告する． 
 
＜施設調査票＞ 
・小児科施設 34 施設 
施設規模の内訳：独立型の小児専門病院 3 施設、
大学病院 20 施設、総合病院を含む一般病院 11 施
設、診療所・クリニック 0 施設． 
移行プログラムを有していると回答した施設は 4
施設，移行プログラムに対応するメディカルスタ
ッフは 4 施設（看護師 4 施設，MSW 1 施設，
臨床心理士 1 施設）で移行コーディネーターは 4
施設で有りと回答を得た． 
移行支援ツールを使用していると回答した施設は
7 施設（移行チェックリスト 6 施設，移行サマリ
ー 3 施設）． 
移行コーディネーターは移行支援を主な業務の 1
つとしたスタッフと定義 
 
・成人科施設 24 施設 
施設規模の内訳：大学病院 15 施設、総合病院を含
む一般病院 9 施設、診療所・クリニック 0 施設． 
移行プログラムを有している施設は 1 施設のみで，
移行プログラムに対応するメディカルスタッフや
移行コーディネーターを有する施設や，移行支援
ツール使用している施設は 0 施設であった， 
 
＜症例調査票＞ 
小児科 
 未転科症例 1153 例 

 転科済み症例 646 例 
成人科 
 予定転科症例 246 例 
 予定外転科症例 33 例 
 
＜患者背景＞ 
小児施設の転科群と成人施設の予定転科症群を合
わせて「転科群」とし解析した． 
 
表 1.患者背景 

*1 転科時年齢 *2 2022 年 12 月 31 日時点の年齢 
*3 予定外受診をした時点の年齢 
（）の中は四分位範囲を示す 
 
年齢の詳細は後述する． 
原疾患は転科群，未転科群ともに先天性腎尿路異
常が最多であった． 
 
＜転科群＞ 
・年齢 
転科時年齢の中央値は 19.8 歳（四分位 18.4-22.2
歳），転科時年齢は 15-19 歳で最多であった。2014
年の先行研究では 20-24 歳が最多であり，転科年
齢がより若年化している傾向がみられた． 
図 1.転科群の転科時の年齢分布 
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・ 転
科 の
契機 
転 科
の 契
機 と

し
「ライフイベント」が 33.7％と最多，続いて「医
師からの提案」であった． 
 
図 2.転科の契機（複数選択可） 

 
＜未転科群＞ 
・年齢分布 
16 歳以降で成人医療機関へ転科せず小児科で管
理を継続している症例は 1159 例． 
未転科群の年齢中央値は 20.7 歳（四分位範囲 
19.1-23.7 歳）．年齢分布は図 3.に示す通り 15-19、

20－24 歳の 2 群に 900 人超が含まれていた．一方
30 歳以上の症例は 104 人であった． 
 
図 3.未転科群の 2022 年 12 月 31 日時点の年齢分
布 
 

 
・
未
転
科
の
理

由 
1153 例のうち 394 例はすでに具体的な転科予定
が決定しており、98 例は今後終診予定のため転科
予定はないと回答された． 
転科の予定がたっていない 661 例の転科ができな
い理由について調査を行ったところ、最も多かっ
たのが「本人・家族の希望」29.8％，次いで「医師
が転科を決断できない」であった． 
 
図 4.未転科の理由（複数選択可） 
＜転科群，未転科群の患者背景の比較＞ 
1. 知的障害の有無 
知的障害を有する割合は未転科群で 15.5％，転科
群で 7.8％と知的障害児の割合は未転科群で多い
傾向があった．  
 
図 5.転科群と未転科群の知的障害例の割合 
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転科群        未転科群 
 
2. 各種医療機器使用の有無 
各種医療機器使用している場合に転科が困難とな
る可能性が懸念されたが，各種機器を使用してい
ると回答した症例は未転科群で 57 例（4.9％）の
みで，内訳は車椅子が 36 例，導尿が 22 例，経管
栄養・胃瘻と在宅酸素がそれぞれ 10 例であった．
転科群では医療機器使用例は 22 例（2.5％）で，
未転科群と同様車いすが 12 例，導尿が 10 例であ
った．未転科群でやや頻度が高い傾向を認めたが，
医療機器を使用例はいずれの群もそれほど多くな
かった． 
 
図 6-1.転科群の各種医療機器使用の有無 

 
転科群       未転科群 

 
3.他科通院の有無 
腎臓科以外の他診療科へ定期的に通院している症
例は未転科群で 338 例（29.3％），転科群で 234 例
（26.2％）と大きな差はなかった．いずれも神経
科・泌尿器科・眼科・循環器科への通院症例が多か
った．  
 
3.常用薬がある症例は未転科群で 630 例（54.6％），
転科群で 467 例（52.3％）とそれぞれ半数以上を
占めるものの差はなく，降圧薬，免疫抑制薬，ステ
ロイドの順に多い点も同様であった． 
 
4.いわゆる先天奇形症候群を伴う症例は未転科群
92 例（7.0％），未転科群 80 例（6.3％）で，内訳

は 21 トリソミーが最多であった． 
 
＜就職状況＞ 
転科群で常勤として勤務している割合がやや高く，
作業所勤務や未就職は未移行群で多い傾向が認め
られた． 
＜転科に向けての介入の有無＞ 
転科群 892 例のうち何らかの形でメディカルスタ
ッフが関与した症例は79例，内訳は看護師29例，
MSW33 例，移植コーディネーター10 例，臨床心
理士 3 例（複数選択可）であった．また転科前に
小児科と成人科で医師と診療情報の共有を行った
症例は 588 例．そのうち診療情報提供書でのやり
取りのみが 481 例，直接医師同士がやりとりをお
こなった症例は 117 例で，多職種でカンファレン
スが実施された症例は 5 例（成人では 0 例）のみ
であった．また小児科と成人科の間で併診を行っ
ていた症例は 98 例で，期間（併診期間の記載があ
った 85 例）は中央値で 3 か月（IQR 2-6 か月）で
あった． 
小児科の転科群 646 例で紹介（転科）に向けて移
行支援を行った症例は 76 例，介入の内訳は移行チ
ェックリストの使用 29 例，移行サマリーの作成
23 例，その他 42 例であった． 

 
D.考察 
小児期発症の慢性疾患患者に対する治療成績の向上
に伴い，慢性疾患患者の長期生存が可能となり，成人
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年齢となっても継続した医療が必要となる症例が増
加している．本邦において腎臓領域では 2011 年に
「小児期慢性腎臓病患者の移行医療についての提言」
が出され，移行期医療の必要性が提言されたが，十分
に浸透していない現状であった． 

2014 年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾
患患者の成人医療への移行に関する実態把握のた
めの調査研究」が行われ，208 施設 3138 症例の回
答が得られた．結果 2014 年時点で移行プログラム
を 有 し て い た 施 設 は 小 児 施 設 で 4/101 施 設
（4.0％），成人施設では 0/103（０％）施設であり，
移行コーディネーターがいると回答した施設は小
児施設 3/101 施設（3.0%），成人施設で 1/101 施
設（0.9％）と病院内の体制面の整備が十分ではな
いことが明らかとなった．先行研究から 8 年が経
過した本調査研究の結果，小児施設では 4/34 施設
（8.8％）がプログラムを有し、移行コーディネー
ターも 4/34（8.8％）で有していると回答が得られ，
プログラムや移行コーディネーターを有している
割合は８年前と比較して増加してはいるものの，
依然として十分ではない現状が明らかとなった．
成人施設では移行プログラムを有している施設は
1/24 施設（4.2％）のみで，移行コーディネーター
を有する施設は 0 施設であった． 

現在までに成人診療への移行を妨げる要因とし
て複数の要因が報告されている．Gray らが 2018
年に成人医療への移行の障壁について分析するた
め計 76 論文を分析し Systematic review を行った
ものが最大のものである．それらの結果１.新しい
医療システムや病院への不安：患者・家族の不安，
成人医療への信頼不足，2.転科困難：成人医療医の
小児期発症の先天性疾患に対する経験の不足，成
人診療医との連携不足，3.不十分な計画：移行支援
開始時期の遅れやサポート不足，スタッフの不足・
施設のサポート不足，患者の認識不足，4.患者の病
状や知的障害，両親の社会経済状況などが報告さ
れている．今回の調査では 2014 年の調査項目であ
る転科時年齢，転科・未転科の理由の調査に加え

て，上記の移行を妨げる要因を明らかにするため，
小児医療施設と成人医療施設の転科前の連携の有
無，転科に向けどの程度メディカルスタッフが関
与し，移行プログラムや移行支援ツールの使用が
なされていたのかといった医療者側の問題と，転
科の原因となった疾患の他にどのような合併症を
抱えているのか，他の診療科の受診歴や内服歴，
各種医療機器の使用状況，知的障害・先天奇形症
候群の有無について聴取する項目を新たに追加し
た． 

転科の原因となった疾患の他にどのような合併
症を抱えていたのか明らかにするため，他の診療
科の受診歴や内服歴，各種医療機器の使用状況，
知的障害・先天奇形症候群の有無について聴取し
た．その結果転科群と非転科群では他の受診歴の
受診歴や内服歴、各種医療機器の使用状況，先天
奇形症候群の有無について差はなく，知的障害に
ついてはやや未転科群に多い傾向が認められた． 
 医療システムについては前述した通り，依然と
して移行プログラムの整備が十分ではないことが
明らかとなった．また転科時の小児医療施設と成
人医療施設の転科前の連携は診療情報提供書を使
用したやり取りのみである症例が多いものの，
13.3％の症例は直接医師同士で情報共有や多職種
によるカンファレンスが実施されていた．転科に
向けてメディカルスタッフが関与している割合は
8.6%にとどまり，移行支援ツールの使用は 11.8%
とまだまだ低い水準となっている．このことから，
移行支援は十分ではなく，移行に携わるスタッフ
や施設のサポートも不足していると考えられた． 

未転科症例と転科症例の疾患背景や合併症の有
無，他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，常用薬
の有無については，合併症を有している症例，複
数科受診例，医療機器の使用をようする例では転
科が難しいのではないかと推測していたが，結果
に示した通り２群間では大きな差を認めなかった．
また未転科の理由を聴取した結果，合併症を転科
できない理由として挙げた症例は 7.4％にとどま
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った． 
 
E.結論 

2014 年の先行研究を分析し，調査票を作成した．
2023 年５月に調査票の発送を行い，68 施設（回収
率 59.1％）から計 2081 例の調査票を回収した．
その結果から転科を妨げる要因を検討したが，施
設調査の結果依然として移行プログラムや移行コ
ーディネーターを有する施設は少なく，症例調査
の結果からも転科に際して小児科と成人科医師の
情報共有も十分とは言えないと考えられた．患者
の合併症や他科受診の頻度，医療機器の使用頻度，
常用薬の有無について転科群と未転科群で差は認
められなかったことから，医学的要因以外が問題
である可能性が高く，医師側の意識や体制の問題
などが，移行が円滑に進まない大きな原因となっ
ている可能性が高いと考えられた． 
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